
障害者福祉推進課

社会参加推進担当

3311

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B66
障害者社会復帰・訓練支援センター費 民生費 総合リハビリテーションセンター運営費

戦略項目

分野施策 020204 障害者の就労支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

な　し

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 11,232 673 10,559 △2,150

前年額 13,382 665 12,717

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

総合リハビリ
テ－ションセ
ンタ－費

事 業
期 間

平成19年度～ 根 拠
法 令

障害者自立支援法第５条(障害者総合支援法)、埼玉県総合リ
ハビリテーションセンター条例平成27年度

目的･必要性
・就労移行支援事業所を支援して、運営を安定させ、施
設からの障害者の一般就労を増やす。
・23年度に就労実績のない事業所が3割あるため、そう
した事業所に対して、就労に関するノウハウの提供等の
支援が必要である。

（1）事業所支援費　10,644千円
（2）研修会費　　 　  588千円

（1）事業説明
　・事業所支援費：就労移行支援事業所や就労に積極的な事業所を訪問し、運営や就労支援のノウハウを伝える。
　・研修会費：障害者の就労支援に関する研修会の開催。障害者の就労支援のためのネットワークの構築・強化
　

（2）事業計画
　　就労移行支援事業所の運営、就労支援、訓練の方法等の支援を行い、県内の福祉施設からの就労を促進する。
　・事業所訪問回数：約80回、通年
　・研修会･会議の開催：16回、通年

（3）事業効果
　　埼玉県の障害者雇用率の向上が図られる。
　　

 (4)　その他
　　（変更事項）
　　　就労支援アドバイザーによる訪問指導が定着し、軌道にのってきたことから、センター職員の同行回数を減らす。
　　　これに伴い、当該職員によるセンター内での就労訓練指導回数を増やすとともに、職員出張時に代替として指導を
　　　行っていた講師の指導回数を減らし、経費の削減を図る。

　事業主体：県
　負担区分：（県10/10）

9,500千円×6人＝57,000千円

前年との
対比

― 福祉部 B66 ―
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